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秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政の運営等の状況（令和７年 12月公表） 

 

１ 職員の任免及び職員数等に関する状況（３ページ～） 

 (1) 職員の総数 

(2) 職種別職員数の状況 

 (3) 年齢別職員数の状況 

(4) 採用者の状況 

(5) 退職者の状況 

 (6) 再任用の状況 

(7) 構成市からの派遣の状況 

 

２ 職員の給与の状況（５ページ～） 

 (1) 人件費の状況 

 (2) 職員給与費の状況 

(3) 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 

 (4) 職員の初任給の状況 

(5) 級別職員数の状況 

 (6) 昇給への勤務成績の反映状況 

(7) 職員手当の状況 

(8) 特別職の給料及び議員報酬の状況 

 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況（１０ページ～） 

 (1) 職員の勤務時間、休憩時間の概要 

 (2) 職員の年次休暇の概要と取得状況 

 (3) 介護休暇の概要と取得状況 

 (4) 療養休暇の概要と取得状況 

 (5) 職員の育児休業の概要と取得状況 

 (6) 安全衛生管理体制の整備状況 

 

４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況（１２ページ） 

 (1) 分限処分 

 (2) 懲戒処分 

 

５ 職員の服務の状況（１３ページ） 

 (1) 服務に関する基本原則の概要 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況（１３ページ） 

 (1) 研修方針 

 (2) 研修実施状況 

 (3) 職員の人事評価制度の概要 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況（１４ページ～） 

 (1) 共済組合の短期給付及び長期給付の概要 

 (2) 共済組合の福祉事業の概要 

 (3) 公務災害補償の概要と実施状況 

 (4) その他職員の福祉のための独自の制度概要 

 

８ 公平委員会の業務の状況（１６ページ） 

 (1) 苦情処理制度の概要 

 (2) 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

 (3) 不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 
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秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政の運営等の状況について 

 本組合職員の給与や勤務時間等の状況について、皆様に広く知っていただくことを目

的に、「秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政の運営状況等の公表に関する条例」に基

づき公表しています。 

 

１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

(暫定再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員を除きます｡) 
 

 (1) 職員の総数（各年４月１日現在） 

    条例上の定数と現在の職員数                     ［単位：人］ 

区  分 令和７年 令和６年 

職員定数 ３０ ３０ 

職員数 
総数 ２５（４） ２６（４） 

うち女性職員数   ２（０） ３（０） 
 （注）１ 職員数には、会計年度任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員を除きます。 

２ （ ）内は、（暫定）再任用常時勤務職員であり内数です。  

 

 (2) 職種別職員数の状況（各年４月１日現在） 

                                                             ［単位：人］ 

職   種 
職 員 数 

対前年増減数 
令和７年 令和６年 

一般行政職 ２１（１） ２２（１） △１（０） 

技能労務職   ４（３）   ４（３）  ０ 

合   計 ２５（４） ２６（４） △１（０） 
（注）１ 職員数には、会計年度任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員を除きます。 

       ２ （ ）内は、（暫定）再任用常時勤務職員であり内数です。 

 

(3) 年齢別職員数の状況 

ア 年齢別職員数（令和７年４月１日現在） 
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イ 全職員の平均年齢（各年４月１日現在） 

区  分 令和７年 令和６年 

平均年齢 ５０．４歳 ５０．８歳 

 

 (4) 採用者の状況 

ア 職種別採用職員数  

 令和６年度 令和５年度 

男 女 計 男 女 計 

一般行政職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

技能労務職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

                          

   イ 採用試験の実施状況（令和６年度） 

区 分 受験者(人) 
１次試験 

合格者(人) 

最終合格者 

（人） 
倍 率 

一般行政職 

（事務職等） 

－（－） －（－） －（－） －（－） 

－（－） －（－） －（－） －（－） 

技能労務職 
－（－） －（－） －（－） －（－） 

－（－） －（－） －（－） －（－） 

計 
－（－） －（－） －（－） －（－） 

－（－） －（－） －（－） －（－） 
  （注）１ 各職種の下段は、女性数です（内数） 

２ （ ）内は前年度の状況です。 

 

 (5) 退職者の状況（令和６年度） 

     事由別退職者の数 

職   種 定 年 準 定 年 自己都合等 計 

一般行政職 ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） 

技能労務職 ０（０） ０（０） ０（３） ０（３） 

計 ０（０） ０（０） ０（３） ０（３） 

 （注）１ （ ）内は前年度の状況です。 
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(6) 暫定再任用の状況（令和７年４月１日現在）      

    暫定再任用制度とは、定年が段階的に引き上げられる経過期間において６５歳まで

再任用できるよう、旧再任用制度（※）と同様の仕組みを措置する制度です。 

なお、暫定再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と短時間

勤務職員の形態があり、任用状況は次のとおりです。 

※旧再任用制度地方公務員法に基づき定年退職者を従前の勤務実績により任用する制度です。なお、再任用職員

には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と短時間勤務職員があります。 

職   種 常時勤務者数 短時間勤務者数 

一般行政職 １（１） ０（０） 

技能労務職 ３（３） ０（０） 

計 ４（４） ０（０） 
 （注）１ （ ）内は前年度の状況です。 

２ 職種は、暫定再任用時の職種です。 

 

(7) 構成市からの派遣の状況（令和７年４月１日現在） 

構成市 派遣人数 

秦野市 ７人 

伊勢原市 ３人 
 

２ 職員の給与の状況(決算額等は伊勢原市派遣職員分を除いた数になります。) 

(1) 人件費の状況 

人件費とは、職員に支給される給与のほか、特別職に支給される給料、報酬等、 

職員が加入している地方公務員共済組合に事業主として支払う負担金等を合計したも

のです。 

区  分 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 
人件費率 

（Ｂ）/（Ａ） 

令和６年度 3,075,443 千円 198,092 千円 6.4％ 

令和５年度 2,940,328 千円 220,247 千円 7.5％ 

  

(2) 職員給与費の状況 

職員給与費とは、職員に支給する給与の総額をいいます。 

区  分 
職員数 

Ａ 

給 与 費 一人あたり

給与費 

Ｂ／Ａ 
給 料 職員手当 

期末 ･ 

勤勉手当 

計 

Ｂ 

令和６年度 23 人 95,558 千円 23,208 千円 40,224 千円 158,990 千円 6,913 千円 

令和５年度 26 人 104,623 千円 30,497 千円 43,872 千円 178,992 千円 6,884 千円 

  (注)１ 職員数は、各年４月現在の支給人数です。なお、支給額及び支給対象職員数については、再任用短時間

勤務職員を含めるものです。     

     ２ 職員手当には退職手当及び児童手当を含みません。 
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(3) 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（各年４月１日現在） 

ア 一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

令和７年 
本組合 48.3 歳 362,144 円 467,125 円 456,148 円 

国 41.9 歳 332,237 円 ― 414,480 円 

令和６年 
本組合 48.6 歳 357,852 円 459,968 円 428,749 円 

国 42.1 歳 323,823 円 ― 405,378 円 

 

イ 技能労務職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

令和７年 
本組合 61.8 歳 278,350 円 313,498 円 308,798 円 

国 51.3 歳 294,567 円 ― 337,907 円 

令和６年 
本組合 60.8 歳 274,100 円 320,067 円 295,291 円 

国 51.2 歳 288,144 円 ― 330,553 円 
 

(注) １  「平均給料月額」は、職員に支給される基本給としての給料の合計額を職員数で除したものです。 

  ２ 「平均給与月額」は、給料月額と毎月支給される扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

等すべての諸手当（地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの）の額の合計したもの

を職員数で除したものです。 

  ３ 「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間外手当、特殊勤

務手当等の実費・実績給が含まれていないことから、比較のため、国家公務員と同じベースで合計し

た額を職員数で除したものです。 

 ４ 本組合職員の平均給料月額及び平均年齢は伊勢原市派遣職員分を除いた数になります。 

 

(4) 職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 本組合 国 

一般行政職 大学卒 ２３０，０００円 総合職２３０，０００円 

一般職２２０，０００円 

高校卒 ２０１，０００円 一般職１８８，０００円 

技能労務職 

（１８歳） 
― ２１６，１００円 ― 
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(5) 級別職員数の状況 

区  分 
令和７年４月１日現在 令和６年４月１日現在 

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 

一 般 職 

８ 級 １     ５．９ ８ 級 １     ５．６ 

７ 級 １    ５．９ ７ 級 ０    ０．０ 

６ 級 ３   １７．６ ６ 級 ４   ２２．２ 

５ 級 ４   ２３．５ ５ 級 ４   ２２．２ 

４ 級 ３ １７．６ ４ 級 ５ ２７．８ 

３ 級 ５   ２９．５ ３ 級 ３   １６．６ 

２ 級 ０     ０．０ ２ 級 １     ５．６ 

１ 級 ０    ０．０ １ 級 ０    ０．０ 

計 １７ １００．０ 計 １８ １００．０ 

技能労務

職員 

５ 級 １ １００．０ ５ 級 １ １００．０ 

４ 級 ０ ０．０ ４ 級 ０ ０．０ 

３ 級 ０    ０．０ ３ 級 ０    ０．０ 

２ 級 ０     ０．０ ２ 級 ０     ０．０ 

１ 級 ０     ０．０ １ 級 ０     ０．０ 

計 １ １００．０ 計 １ １００．０ 
(注)  伊勢原市派遣職員及び（暫定）再任用職員は除きます。 

 

(6) 昇給への勤務成績の反映状況 

ア 勤務成績の評定の実施状況 

  地方公務員法第 40条に基づき、全職員を対象とした人事評価を行っています。 

イ  昇給への勤務成績の反映状況 

  人事評価の結果を昇給に活用しています。 

 

(7) 職員手当の状況 

ア 期末・勤勉手当（令和６年度） 

本組合 国 

１人当たり平均支給額(令和６年度） 

１，７４９千円（７１４千円） 

1人当たり平均支給額(令和６年度） 

公表データなし  

(令和６年度支給割合) 

期 末 手 当   勤 勉 手 当 

 ２．５月分    ２．１月分 

(１．４月分)     （１月分) 

（令和６年度支給割合) 

期 末 手 当   勤 勉 手 当 

 ２．５月分    ２．１月分 

(１．４月分)     （１月分) 

(加算措置の状況) 

職務上の段階､職務の級等による加算措置 

役職加算    5～20％ 

(加算措置の状況) 

職務上の段階､職務の級等による加算措置 

役職加算 5～20％ 管理職加算 10～25％ 

（注） １ （ ）内は、再任用職員に係る支給額及び支給割合です。 

２ 本組合特定管理職員である 6 級から 8 級の職員についての支給割合は、期末手当が年 2.1

月分、勤勉手当が年 2.5月分です。 
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イ 退職手当（令和６年度） 

本  組  合 国 

(支給率)  自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25年 28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続 35年 39.7575 月分    47.709 月分 

最高限度額  47.709月分    47.709 月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置 2%～20% 

1 人当たり平均支給額  対象者なし 

(支給率)  自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25年 28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続 35年 39.7575 月分    47.709 月分 

最高限度額  47.709月分    47.709 月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置最大 45% 

  

ウ 地域手当（令和６年度） 

支給実績（令和６年度決算） 6,301,535 円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 273,980 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の支給率 

秦野及び伊勢原両市内全域 6％ 23 人 地域により 4～20％ 
  ※ 給料、扶養手当、管理職手当の合計額に支給率を掛けた金額を支給。なお、地域手当の支給額及び 

支給対象職員数については、再任用短時間勤務職員を含めるものです。 

 

エ 特殊勤務手当（令和６年度） 

支給実績（令和６年度決算） 0円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 0円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 0.0％ 

手当の種類（手当数） ３種類 

手当の名称 主な支給 

対象職員 

主な支給対象業務 支給実績（令

和 ６ 年 度 決

算） 

左記職員に対す

る支給単価 

清掃処理施設 

修繕等作業手当 
工場職員 ごみ焼却炉等の修

繕等に従事 

― 1 回 500 円 

薬剤取扱手当 工場職員 硫酸、塩酸等の取

扱作業に従事 

― 1 回 300 円 

高所作業手当 工場職員 高さ 10ｍ以上の作

業所で従事 

― 1 回 300 円 
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オ 時間外勤務手当 

区 分 令和６年度 令和５年度 

支給実績（各年度決算） 3,952,382 円 5,720,134 円 

職員 1人当たり支給年額（各年度決算） 247,024 円 301,060 円 
  （注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和 5 年度決算）」と同じ年度

の ４月１日現在の総職員数（管理職員、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり暫定再任用職員を含みます。 

 

カ その他の手当（令和７年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 国の制度 

支給実績(令和

６年度決算) 

支給職員 1 人当た

りの支給年額 

(令和６年度決算) 

扶養手当 

配偶者  3,000 円 配偶者  3,000 円  

 

3,239,410 円 

 

 

190,554 円 

子 1人   11,500 円 子 1人   11,500 円 

特 定 期 間 の 加 算  

5,000 円 

特 定 期 間 の 加 算  

5,000 円 

父母等    6,500 円 父母等   6,500 円 

住居手当 

借家･借間 29,600 円

を限度 

借家･借間 28,000円

を限度 

 

 

1,485,950 円 

 

 

99,063 円 持家     0 円 

（令和６年度まで

5,200 円） 

       0 円 

通勤手当 

交通機関等の利用者

実費相当額 

(ただし 6 か月の定期

代が原則) 

交通機関等利用者 6

か月の定期代を割り

返して月額 150,000

円を限度 

 

 

 

1,187,980 円 

 

 

 

69,881 円 
交通用具利用者 

( 通 勤 距 離 に よ り

24,400 円を限度に支

給) 

交通用具利用者 

(通勤距離により

31,600 円を限度に

支給） 

在宅勤務等 

手当 

3箇月以上の期間に 

ついて 1 箇月当たり

平均 10 日を超えて命

ぜられた職員に 

3,000 円 

3 箇月以上の期間に 

ついて 1箇月当たり 

平均 10日を超えて命

ぜられた職員に 

3,000 円 

 

 

24,000 円 

 

 

24,000 円 

休日勤務手当 

祝日法による休日等

に勤務を命ぜられた

職員(１時間当たりの

給与額×135/100 

×正規の休日勤務時

間数） 

祝日法による休日等

に勤務を命ぜられた

職員(１時間当たり

の給与額×135/100

×正規の休日勤務時

間数） 

 

 

788,865 円 

 

 

112,695 円 
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夜間勤務手当 

正規の勤務時間とし

て深夜に勤務するこ

とを命じられた職員

(1 時間当たりの給与

額×25/100×正規の

夜間勤務時間数) 

正規の勤務時間とし

て深夜に勤務するこ

とを命じられた職員

(1 時間当たりの給与

額×25/100×正規の

夜間勤務時間数) 

 

 

 

0 円 

 

 

 

0 円 

管理職手当 
職に応じて 62,000 円

～99,000 円 

職に応じて 46,300

円～130,300 円 
6,228,000 円 889,714 円 

 

(8) 特別職の給料及び議員報酬の状況（令和７年４月１日現在） 

区  分 給料及び議員報酬年額等 

給料 
組 合 長 ２６８，８００円 

副組合長 ２５３，２００円 

 

議員報酬 

議 長 ２４９，６００円 

副 議 長 ２４０，０００円 

議 員 １９２，０００円 

   （注）  平成 23年 4月から特別職の給料及び議員報酬は、月額から年額に変更し、 

期末手当は廃止されました。 

 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 職員の勤務時間、休憩時間の概要（令和７年４月１日現在） 

    職員の勤務時間は、原則として 8時 30分から 17時 15分までの 1日 7時間 45分、 

週 38時間 45分です。1日のうち 1時間の休憩時間があります。 

 

3時間 30分            1時間           4時間 15分 

 

    

(2) 職員の年次休暇の概要と取得状況 

    労働基準法の規定に従い、原則として１年に２０日の有給休暇が与えられます。 

令和６年度の平均取得日数 令和５年度の平均取得日数 

１４．４日 １３．６日 

 

(3) 介護休暇の概要と取得状況 

    職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度であり、１年度につき 

５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）取得することができま 

す。介護休暇は、１日単位だけではなく、時間単位で取得することもできます。 

区  分 
取得者数 

令和６年度 令和５年度 

介護休暇 １（１） １（１） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

勤務時間 休憩時間 勤務時間 

8：30 12：00 13：00 17：15 
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(4) 療養休暇の概要と取得状況 

    職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書等に基づき、 

療養のため必要最小限の期間、勤務することが免除されます。 

区  分 
取得者数 

令和６年度 令和５年度 

療養休暇  ０（０）  ２（０） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

(5) 職員の育児休業の概要と取得状況  

    職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。 

育児休業は１日単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。 

区  分 
取得者数 

令和６年度 令和５年度 

育児休業 １（０） １（０） 

部分休業 １（１） １（１） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

(6) 安全衛生管理体制の整備状況（各年度４月１日現在）  

   事業場の規模及び業種によって安全衛生管理者等を選任、設置する必要があります。              

組織等 説   明 

令和７年度 令和６年度 

設置す

べき事

業場数 

うち設置 

事業場数 

設置す

べき事

業場数 

うち設置 

事業場数 

総括安全 

衛生管理者 

安全衛生管理者及び衛生管理者の

指揮や、労働者の危険または健康

障害を防止するための措置等の事

業場の安全衛生に関する業務の統

括管理を行う者。 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

安全管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもと

に、職場の設備や作業方法等に危

険がある場合における応急措置

等、安全に係る技術的事項を管理

する者。 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

衛生管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもと

に､健康に異常のある者の発見･措

置や､作業環境の衛生上の調査

等、衛生に係る技術的事項を管理

する者。 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

安全衛生 

推進者等 

安全管理者及び衛生管理者の選任

が義務づけられていない事業場に

おいて、施設、設備等の点検､使

用状況の監視等を行う者。 

 

２ 

 

２ 

 

２ 

 

２ 
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産業医 健康診断を実施する等、労働者の

健康管理等に当たるとともに、事

業者又は総括安全衛生管理者を指

導助言する等、専門家として活動

する医師。 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

安全衛生 

委員会 

労働者の危険を防止するための基

本対策等で安全に関する重要事項

について調査審議するため設置さ

れる委員会。 

２ ２ ２ ２ 

 

４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

(1) 分限処分 （令和６年度） 

職員がその職責を十分に果たすことができない一定の理由がある場合に、公務 

能率の維持・向上を目的に、職員の意に反して行う身分上の変動をもたらす処分 

処分事由 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

心身の故障の場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（０） 

職制、定数の改廃、予算の減少により

廃職、過員を生じた場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

刑事事件に関し起訴された場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

計 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（０） 

（注）（ ）内は前年度の状況です。 

 

(2) 懲戒処分 （令和６年度） 

職員に一定の義務違反がある場合に、道義的責任を追及し、秩序を維持すること

を目的に行われる制裁的な処分 

             処分事由                         免職 停職 減給 戒告 

法令に違反した場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

職務上の義務に違反しまたは職務を怠っ

た場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

のあった場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

計 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

（注）（ ）内は前年度の状況です。 
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５ 職員の服務の状況 

(1) 服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概 要 

信用失墜行為の禁止 
職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行

為をしたりしてはいけません。 

秘密を守る義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

職務に専念する義務 
職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行し

なければいけません。 

政治的行為の制限 
職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政

治的行為が禁止されています。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

営利企業等の従事制

限 

営利企業等に従事することは制限されており、従事する場

合には許可を受けなければなりません。 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(1) 研修方針 

    職員研修計画に基づき、階層別研修は秦野市人事課に依頼し、財務担当及び法制

執務研修は神奈川県市町村研修センターに委託しています。 

(2) 研修実施状況 

区  分 
令和６年度 令和５年度 

講座数 受講者数 講座数 受講者数 

階 層 別 研 修 ２ ２ １ １ 

財務担当研修 

(神奈川県市町村研修センター) 
０ ０ １ １ 

法制執務研修 

(神奈川県市町村研修センター) 
０ ０ １ １ 

派 遣 研 修 １０  ９ ８ ７ 

(3) 職員の人事評価制度の概要 

    職員の個々の能力や成果を適正に評価し、その結果を人材育成や処遇に効果的に

活用することによって、職員の資質及び意欲の向上を図り、それにより組織力を高

め、より質の高いサービスを提供するため、人事評価制度を導入しています。 

   評価対象職員：常勤一般職の全職員 

   評価対象期間等：年２回実施 

評価基準日 評価の対象期間 

６月１日 前年の１０月１日～３月３１日 

１２月１日 ４月１日～９月３０日 

  

 

 

 

 



 - 14 - 

評価項目 

 ・意欲・姿勢 

   職務に対する意欲・姿勢（責任感、積極性など） 

  

・能力 

   職務遂行を通じて発揮された能力（知識、技術、解決力、企画力） 

 ・実績 

   担当職務の質・量を踏まえた達成度（正確性、迅速性、効率性、業務実績など） 

  評価段階：５段階 

  絶対評価：評価結果を人事管理等（昇給、勤勉手当成績率への反映、昇格、人事配

置）に活用するとともに、被評価者本人にフィードバックすることにより人材育成を図

ります。 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1) 共済組合の短期給付及び長期給付の概要 

    本組合の常勤職員等は、神奈川県市町村職員共済組合に加入して、短期・長期給付

を受けることができます。神奈川県市町村職員共済組合は、職員を組合員として組織

される団体であり、職員からの掛金と地方公共団体からの負担金などにより運営され

ています。 

 

  ア 短期給付 

法定給付 

保健給付 療養の給付、療養費、高額療養費、出産費、埋葬料な

どの給付 

休業給付 傷病手当金、育児休業手当金などの給付 

災害給付 弔慰金、災害見舞金の給付 

法定外給付 附加給付 出産費附加金などの給付 

   

イ 共済組合からの長期給付 

 

老齢・ 

退職給付 

老齢厚生年金 被保険者期間等が１０年以上で６５歳以上である時に支

給される年金 

退職年金 平成２７年１０月１日以降に、共済組合期間が 1 年以上

あり、６５歳以上で退職している時に支給される年金 

障害給付 

障害厚生年金 

障害手当金 

在職中に初診日のある病気やケガにより法定の障害等級

に該当する状態にある場合に支給される年金等 

公務障害年金 平成２７年１０月１日以降に初診日がある公務による病

気や負傷により障害の状態にある場合に支給される年金 

遺族給付 
遺族厚生年金 在職中又は退職後に死亡した場合に遺族に支給される年

金 

公務遺族年金 平成２７年１０月１日以降に発生した又は初診日がある

公務による病気又は負傷が原因で在職中又は退職後に死

亡した場合に遺族に支給される年金 
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 ウ 国民年金からの給付（基礎年金） 

老齢基礎年金 保険料納付済期間等が１０年以上の者が、６５歳に達した時に支給

される年金 

障害基礎年金 初診日前に保険料納付済期間等が加入期間の３分の２以上あり、障

害等級１級又は２級に該当する障害者に支給される年金 

遺族基礎年金 被保険者または老齢基礎年金受給者が死亡した場合で、その人に扶

養されていた１８歳に達した日以後の最初の３月３１日までの間の

子がいる時などに支給される年金 

 

(2) 共済組合の福祉事業の概要 

      共済組合は、福祉事業として、以下のような事業を行っています。 

保健事業 人間ドック等の実施、年間宿泊施設や委託保養所の利用助成券の配布

等 

貯金事業 給与からの天引きによる貯金 

貸付事業 普通貸付、住宅貸付、災害貸付、医療貸付、入学貸付など 

物資事業 自動車や生活必需品等の斡旋事業 

 

(3) 公務災害補償の概要と実施状況 

    公務において、災害が発生し、職員が負傷したり、死亡した場合には、地方公務

員災害補償基金から一定の補償がなされます。 

区   分 
令和６年度 令和５年度 

傷病 死亡 傷病 死亡 

通勤災害 新規認定件数 ０ ０ ０ ０ 

補償件数 ０ ０ ０ ０ 

公務上の災害 新規認定件数 ０ ０ ０ ０ 

補償件数 ０ ０ ０ ０ 

 

(4) その他職員の福祉のための独自の制度概要 

  ア 健康診断等の実施 

労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施するとともに、人間ドッ

クへの助成等を実施し、職員の健康に配慮しています。 

  イ 職員互助会（伊勢原市派遣職員を除く） 

    本組合は、秦野市互助会である秦野市秦和会に属しており、次のような事業を

実施しています。 
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(ｱ) 主な事業（職員の会費のみで実施する事業） 

給付事業 永年勤続祝金２０年･２０，０００円、３０年･３０，０００円、 

結婚祝金･２０，０００円､出産祝金･１０，０００円等 

体育事業 職員親善スポーツ大会等 

厚生事業 個人宿泊補助、年間１人５，０００円限度等 

文化事業 職員文化祭の開催、観劇等補助金 年間 1人３，０００円限度 

（一部５，０００円を限度）等 

広報事業 会報誌の発行 

(ｲ) 組合からの委託事業（公費負担） 

     職員が健康診断の代わりに人間ドックを受診した場合、負担した費用の一部 

（１０，０００円を上限）を組合からの委託事業として助成しています。これ

は、健康診断の費用負担は組合（事業主）の負担とされていることから人間ド

ックの受診費用の一部を助成しているものです。 

人間ドック 

一部補助金 

利用者数  １６人   事業費 １２３，２００円 

利用者 1人当たりの公費負担額 ７，７００円(令和６年度実績)  

 

８ 公平委員会の業務の状況（苦情処理、措置要求、不服申立） 

(1) 苦情処理制度の概要 

    職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関す

る苦情の申出及び相談を公平委員会の事務を委託している神奈川県人事委員会にす

ることができます。 

 

(2) 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会の事務を委託した神奈川県人事委員

会に当局が適当な措置を講じるよう要求することができます。 

区  分 令和６年度 令和５年度 

措置要求件数 ０ ０ 

 

(3) 不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会の事務を

委託した神奈川県人事委員会に不服の申し立てをすることができます。 

区  分 令和６年度 令和５年度 

不服申立件数 ０ ０ 

 


